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１ 開 会 

 

 

 

２ あいさつ 
 

  会 長  由利本荘市長 湊 貴信 

 

 

 

３ 議 事  

 

  議案第１号 由利本荘市地域公共交通計画の実施事業の検証について 

 

 

 

議案第２号 地域公共交通確保維持事業に係る計画変更について 

 

 

 

４ その他 
 

 

 

５ 閉 会 
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議案 第１号 

 

由利本荘市地域公共交通計画 

実施事業の検証について 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

令和７年２月 

由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会 
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３ 

 

７．将来像を達成するために実施するプロジェクト 

７-１ プロジェクトの体系 

本市が目指すべき公共交通ネットワークを構築するためのプロジェクトおよび詳細について、

次の通り定めます。また、「４．現行計画の評価」に基づき、現行計画に位置付けられた事業を踏

襲しながら、継続していく事業もあることや新たに取り組むべき施策があることから、下記の通

り示します。【現行計画からの継続事業⇒     】／【新たに取り組み施策⇒      】 

なお、プロジェクトの実施にあたっては、関連する実施主体との連携を密に図りながら、計画

期間内に検討・実施します。 

 

 

 

 

 

 

  

方向性① 

あらゆる世代の 

日常生活の移動を支える

公共交通の展開 

方向性② 

広域な市域（地域間）の 

移動を支える公共交通 

ネットワークの再構築  

方向性③ 

持続可能な公共交通への

転換 

プロジェクト１ 公共交通幹線軸構築プロジェクト 

施策① 路線バス・鉄道の維持と最適化 

施策③ 待合環境の改善による乗り継ぎ利便性の向上 

施策② 各交通モード間の乗り継ぎ利便性を高めるルート・ダイヤの調整 

プロジェクト２ 地域内交通再編プロジェクト 

施策① コミュニティバスの再編 

施策③ 「乗り[逢い]交通」事業の継続的な取り組みによる交通空白地域の解消 

施策② 観光・福祉・商業等との連携による地域内移動ニーズへの対応 

プロジェクト３ 安心して乗れる環境転換プロジェクト 

施策① 総合交通バスマップの作成及び地域公共交通 HPによる情報発信 

施策③ 公共交通による子どもの見守りサポート 

施策② バスロケーションシステムの導入 

プロジェクト４ おでかけ機会創出プロジェクト 

施策① 地域公共交通を体験する機会の創出 

施策③ 高齢者及び免許返納者への運賃等の補助 

施策② バスパックやイベント列車等の実施 

プロジェクト５ 次世代技術活用プロジェクト 

施策① マイナンバーカードを活用した取り組みの実施 

施策③ 貨客混載等の異業種との共創の検討 

施策② 中心部における新たな交通サービスの展開 

施策の

方向性 

継続 新規 

継続 

継続 

継続 

新規 

継続 

新規 

継続 

継続 

継続 

継続 

新規 

継続 

継続 

継続 

継続 

実施するプロジェクト及び施策 



４ 

 

事業の実施状況と次年度以降の取り組み計画について 
 

プロジェクト１ 公共交通幹線軸構築プロジェクト 
 

施策① 路線バス・鉄道の維持と最適化 

施策の概要 

・本市の中心市街地と各地域を結ぶ地域間幹線交通である路線バス、鳥海山ろ

く線の運行を維持するため、各事業者に交付している運行費補助等を継続し

ます。 

・また、本市を運行する路線バスは、本市中心部から各地域へ放射状に伸びて

いますが、運行ルートが重複している路線があることから、運行の効率化に向

けた路線の再編を実施します。 

・本市中心部は、各路線バスや市内線、循環バスなど多様な地域公共交通が運

行されていますが、本市中心部では路線ごとに運行されているルートが異な

っていることから、利用者にとっては複雑な運行形態となっています。これら

の複雑さを解消しながらも、本市中心部並びに各地域間を結ぶ幹線的な路線

については、路線同士のダイヤを調整しながら、利便性の高い地域公共交通の

提供を行います。 

実施主体 由利本荘市、由利高原鉄道、羽後交通 

実施時期 

～R５ R6 R7 R8 R9 R10 

 
    

 

実施事業の 

イメージ 

【具体的な取り組みイメージ】 

〇運行ルートが重複している交通モード・路線の統合 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇系統キロが長い路線の分割化 

 

 

 

 

 

 

 

 

前計画におけ

る施策・事業 

○事業 1-１ 地域間幹線である路線バス・鉄道を維持する 

○事業４-３ 路線バスとの並走区間に関する整理検討 

 

検討 実施 

●取り組みを検討する具体的な路線 

鳥海山ろく線と本荘伏見線／本荘象潟線と福祉エリア線 

／本荘秋田線と松ヶ崎線／市内線と循環バス 等 

●取り組みを検討する具体的な路線 

本荘秋田線と松ヶ崎線と岩城地域コミュニティバス 

／岩谷線と大内地域コミュニティバス 



５ 

 

＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策① 路線バス・鉄道の維持と最適化 

令和６年度の

施策実施状況 

〇運行ルートが重複している交通モード・路線の統合 

・鳥海山ろく線と本荘伏見線については、本荘伏見線を廃止にした際の鳥海山

ろく線へのフィーダー交通を検討したが、具体案の検討まで至っていない。 

・本荘象潟線と福祉エリア線については、本荘象潟線が水林福祉エリアへ延伸した場

合の時間的影響が大きく、令和６年度時点では現状維持とした。 

・本荘秋田線と松ヶ崎線については、松ヶ崎線において大幅減便を行い、小学校

児童の朝の通学便以外は統合を行った。 

・市内線と循環バスについては、ＡＩオンデマンド交通への転換を検討し、実証運行の

実施をＲ７年度以降に検討している。ＡＩオンデマンド交通が本格導入された際に、

両路線の廃止も検討。※AIオンデマンド交通の概要案については、別紙参照。 

 

〇系統キロが長い路線の分割化 

・本荘秋田線と松ヶ崎線と岩城地域コミュニティバスについては、松ヶ崎線の大幅

減便に伴い、本荘秋田線と統合した。 

・岩谷線と大内地域コミュニティバスについては、令和６年９月末に岩谷線が廃止と

なり、大内地域のコミュニティバスが由利組合総合病院まで延伸し、代替路線とし

て運行を継続している。 

令和７年度 

以降の計画 

〇運行ルートが重複している交通モード・路線の統合 

・鳥海山ろく線と本荘伏見線については、鳥海山ろく線へのフィーダー交通を具

体的に検討し、令和 9 年度に実施できるよう、令和 7 年度中にルート・運行形

態の検討、令和 8年度に車両の手配や委託契約の締結を目指す。 

・本荘象潟線と福祉エリア線については、令和６年度時点では現状維持としたが、運

転士不足が続く中で両路線の維持が難しいことから、引き続き統合について検討

していく。 

・本荘秋田線と松ヶ崎線については、小学校児童の通学用に引き続き松ヶ崎線の維

持を図る。 

・市内線と循環バスについては、ＡＩオンデマンド交通の実証運行をＲ７年度以降に検

討していることから、その実施により定時定路線型から区域型への転換の可能性

を検証し、本格導入に向けた準備を行っていく。ただし、市内線の廃止に伴い、由

利高校・由利工業高校等への通学のための路線新設も併せて検討し、「通学の足」

の確保も行う。 

 

〇系統キロが長い路線の分割化 

・本荘秋田線と松ヶ崎線と岩城地域コミュニティバスについては、松ヶ崎線の大幅

減便に伴い本荘秋田線と統合したが、引き続き岩城地域コミュニティバスとの

連携を検討していく。 

・岩谷線と大内地域コミュニティバスについては、令和６年９月末に岩谷線が廃止と

なり、大内地域のコミュニティバスが由利組合総合病院まで延伸し、代替路線とし

て運行しているため、事業の完結とする。 



６ 

 

プロジェクト１ 公共交通幹線軸構築プロジェクト 
 

施策② 各交通モード間の乗り継ぎ利便性を高めるルート・ダイヤの調整 

施策の概要 

・広域な市域を有する本市において、公共交通を隅々まで行き渡らせ、日常生活

の足を確保するためには、鉄道、路線バス、コミュニティバスなどの多様な交通

モードの連携により、相互の接続性を確保することが重要です。特に、各地域

内はコミュニティバスにより日常生活の移動を支えていますが、地域間の移動

には、鉄道や路線バスなどの幹線的な公共交通がその役割を担っていること

から、スムーズな移動を実現するために、各交通モード間の乗り継ぎ利便性を

向上させることが重要であり、各交通モード間のルート・ダイヤ調整により、待

ち時間の少ない公共交通ネットワークの実現を目指します。 

 

【具体的な事業内容】 

〇コミュニティバスを中心としたルート・ダイヤ調整 

・鉄道や路線バスは、隣接自治体等との調整を有することから、鉄道や路線バス

のダイヤを核として、コミュニティバスのルート・ダイヤ調整を実施 

〇鳥海山ろく線への乗り継ぎ強化 

・「プロジェクト２ 施策①：コミュニティバスの再編」と一体で取り組む 

実施主体 由利本荘市、JR東日本、由利高原鉄道、羽後交通 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 
 

 
   

実証事業の 

イメージ 

【具体的な取り組みイメージ】 

例：矢島駅における路線バスと鉄道の発着時刻 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⇒路線バスやコミュニティバスが到着する前後に接続できるダイヤになってい

ない場合、約１時間程度の待ち時間等が発生する可能性がある。 

※各交通事業者のダイヤについては、乗り継ぎにおける接続性以外にも、考慮

しなければいけない地域事情があることに留意して進める。 

前計画におけ

る施策・事業 

○事業 1-3 各種交通モード間の接続強化 

○事業 4-3 路線バスとの並走区間に関する整理検討 

 

 

実施 検討 

・・・ 

 

例えば、鳥海山ろく線を利用して

通学する学生に焦点を当てると、

6時 49分発の鳥海山ろく線に接

続する路線バスがないことから、

コミュニティバス等における支援

が必要 

 
夕方以降の鉄道の発着時刻に接続

するバス交通がない 



７ 

 

＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策② 各交通モード間の乗り継ぎ利便性を高めるルート・ダイヤの調整 

令和６年度の

施策実施状況 

〇コミュニティバスを中心としたルート・ダイヤ調整 

・コミュニティバスのルート・ダイヤについては、毎年調整を実施しているが、岩

谷線の廃止に伴い、大内地域のコミュニティバスを延伸する際は、ＪＲの鉄道ダ

イヤへの接続を優先しながら、由利組合総合病院での路線バスとの接続のた

め、路線バスとコミュニティバス双方のダイヤ調整を行った。岩城地域のコミュ

ニティバスについては、岩城線を令和７年４月からニコット岩城店まで延伸する

予定で、利便性の向上が図られる。 

 

〇鳥海山ろく線への乗り継ぎ強化 

・施策①において、鳥海山ろく線と本荘伏見線の重複路線の解消を目指す中で、

本荘伏見線を廃止にした際の鳥海山ろく線へのフィーダー交通を検討したが、

具体案の検討まで至っていない。 

 

令和７年度 

以降の計画 

〇コミュニティバスを中心としたルート・ダイヤ調整 

・現在のコミュニティバスの委託契約が令和７年度で満了を迎えることから、令

和８年度からの新契約締結の際は、鉄道や路線バスのダイヤを核としたコミュ

ニティバスのルート・ダイヤ調整を実施する。 

 

〇鳥海山ろく線への乗り継ぎ強化 

・鳥海山ろく線と本荘伏見線については、令和７年度に矢島・由利・鳥海地域の

鳥海山ろく線へのフィーダー交通のルート・運行形態を具体的に検討し、令和９

年度に実施できるよう、令和８年度に車両の手配や委託契約の締結を行い、鳥

海山ろく線の利用を主軸とした交通体系の構築を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８ 

 

プロジェクト１ 公共交通幹線軸構築プロジェクト 
 

施策③ 待合環境の改善による乗り継ぎ利便性の向上 

施策の概要 

・本市では、鉄道駅や道の駅を中心に、乗り継ぎができる拠点を整備しています

が、「施策① 路線バスの運行ルート・ダイヤの再編」に併せて、新たな拠点が必

要になってくることが考えられます。これまでと同様に、既存の公共施設を活用

するほか、商業施設などの民間事業者とも連携をすることで、良好な待合環境

が期待できる乗り継ぎ拠点を検討します。 

 

【具体的な事業内容】 

〇公共施設・民間施設と連携した待合環境の整備 

・施設と連携した待合環境の整備には、バスロケーションシステムなどによるバス

の接近情報が不可欠であることから、後述する「プロジェクト３ 施策②：バスロ

ケーションシステムの導入」と連携した取り組みを実施 

 

実施主体 由利本荘市、JR東日本、由利高原鉄道、羽後交通、民間事業者 等 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

  
 

 
  

実施事業の 

イメージ 

【参考例：京都市のコンビニと連携した待合環境の取り組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考例：北上市の商業施設内のスペースを活用した待合所】 

前計画におけ

る施策・事業 
○事業 1-4 羽後本荘駅ほか乗り継ぎ拠点の整備 

 

 

実施 検討 

出典：京都市交通局 HP 
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＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策③ 待合環境の改善による乗り継ぎ利便性の向上 

令和６年度の

施策実施状況 

〇公共施設・民間施設と連携した待合環境の整備 

・バスロケーションシステムの導入について検討し、事業者からシステムの概要に

ついて聞き取りを行ったが、導入コスト（730 万円）とランニングコスト（年額

360 万円）が高額だったため、費用対効果と事業の継続性から導入には至ら

なかった。事業の継続性の観点から、導入台数を限定するなど、導入コストとラ

ンニングコストのコストダウンなど、導入に向けた検討を継続している。 

 

令和７年度 

以降の計画 

〇公共施設・民間施設と連携した待合環境の整備 

・市でバスロケーションシステムを導入した際、費用対効果が最大に発揮される

ように、長距離路線や待合環境の整備が可能な路線など、導入する路線を選

定し、導入台数を限定するなど、継続性を持った事業として取り組めるよう検

討し、令和８年度以降に実施できるよう引き続き検討していく。 

・コンビニや商業施設等との連携については、バスロケーションシステムの導入

とその設置も踏まえて検討していく。 
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プロジェクト２ 地域内交通再編プロジェクト 
 

施策① コミュニティバスの再編 

施策の概要 

・現在、市内の各地域においてコミュニティバスが運行されていますが、利用者数

が減少傾向にあります。また、一般的なバス路線同様に、定時定路線型で運行さ

れている路線も多く、１便あたりの乗車人数が０人である路線も少なくありませ

ん。一方で、コミュニティバスは広域な市域をカバーし、各地域間を結ぶ交通モ

ードに接続することで、広域な移動需要を支えています。これらの状況を踏まえ

て、各路線の運行形態やその他の交通モードへの接続環境を再構築するための

再編を実施します。 

 

 

【具体的な事業内容】 

〇コミュニティバスの運行形態等の再編 

・定時定路線型で運行されている路線の予約型運行への変更や曜日ごとに運行

されている路線の運行曜日の見直し、運行時刻の見直しを行う 

〇鳥海山ろく線へのフィーダー交通導入の検討 

・「プロジェクト１ 施策②：各交通モード間の乗り継ぎ利便性を高めるルート・ダイ

ヤの調整」と一体で取り組む 

〇コミュニティバスの通学定期料金の見直し検討 

実施主体 由利本荘市、JR東日本、由利高原鉄道、羽後交通、タクシー事業者、関係事業者 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R１０ 

 
 

 
 

 
 

実施事業の 

イメージ 

【具体的な取り組みイメージ】 

〇予約型による運行の検討 

 

 

 

 

 

前計画におけ

る施策・事業 

○事業 1-2 地域内幹線であるコミュニティバスの運行と維持 

○事業 4-2 各駅へのフィーダー交通導入の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施 

●取り組みを検討する具体的な路線 

矢島地域/桃野線、西目地域/西目線 等 
※利用状況や路線バスの運行の再編に応じて、他の路線も検討する 

※「乗り[逢い]交通」事業等の導入地域に応じて、他の路線も検討する 

検討 
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＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策① コミュニティバスの再編 

令和６年度の

施策実施状況 

〇コミュニティバスの運行形態等の再編 

・現在本荘地域を運行している定時定路線型の「循環バス」については、ＡＩオンデ

マンド交通への転換を検討し、令和７年度以降に実証実験を検討している。予約

制の乗合い交通とすることで効率的な運行とし、区域型とすることで定路線型

では対応できなかったエリアへの運行を行い、利便性の向上を目指していく。 

・他地域のコミュニティバスについては、令和７年度末に現在のコミュニティバス

の委託契約満了を迎えることから、利用状況とカバー率などから、予約制への

切り替えとルート再編、運行日やダイヤの調整を検討していく。 

・岩谷線の廃止に伴い、大内地域のコミュニティバスのルート・ダイヤ変更時に、

岩谷小学校への通学ダイヤの確保を行った。 

〇鳥海山ろく線へのフィーダー交通導入の検討 

・プロジェクト１施策①②において、鳥海山ろく線と本荘伏見線の重複路線の解消

を目指す中で、本荘伏見線を廃止にした際の鳥海山ろく線へのフィーダー交通

を検討し、矢島・由利・鳥海地域については、鳥海山ろく線の利用を主軸とした

交通体系の構築を目指していく。 

〇コミュニティバスの通学定期料金の見直し検討 

・市コミュニティバス通学定期料金見直しは具体的な取り組みには至らなかった。 

・岩谷線の廃止に伴い、大内地域のコミュニティバスのルート・ダイヤ変更時に、

岩谷小学校への通学ダイヤの確保を行った。 

 

令和７年度 

以降の計画 

〇コミュニティバスの運行形態等の再編 

・令和７年度以降に実証実験を検討しているＡＩオンデマンド交通については、段

階を踏みながら実証運行を行う予定としており、市民ニーズの把握に努め、本格

運行に向けた調整を行い、最終的にＡＩオンデマンドへの転換を目指す。 

・他地域のコミュニティバスについては、令和７年度末に現在の委託契約が満了

を迎えることから、プロジェクト１施策②の取り組み状況を踏まえて、鉄道や路

線バスのダイヤを核としたコミュニティバスのルート・ダイヤ調整を行うととも

に、利用状況とカバー率などから、予約制への切り替えが可能な路線かどうか

について検討を行い、路線として可能であれば切り替えを実施していく。 

〇鳥海山ろく線へのフィーダー交通導入の検討 

・鳥海山ろく線と本荘伏見線については、令和７年度に矢島・由利・鳥海地域の鳥

海山ろく線へのフィーダー交通のルート運行形態を具体的に検討し、令和９年度

に実施できるよう、令和８年度に車両の手配、委託契約の締結を行い、鳥海山ろ

く線の利用を主軸とした交通体系の構築を目指す。 

〇コミュニティバスの通学定期料金の見直し検討 

・羽後交通路線が廃止された代替交通として、コミュニティバスでの通学も見込

まれることから、高校生や大学生なども利用しやすい定期料金の設定について検

討する。 
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プロジェクト２ 地域内交通再編プロジェクト 
 

施策② 観光・福祉・商業等との連携による地域内移動ニーズへの対応 

施策の概要 

・広域な市域を有する本市において、公共交通を隅々まで行き渡らせ、日常生活

の足を確保するためには、鉄道、路線バス、コミュニティバスなどの多様な交通

モードの連携が重要ですが、交通事業者の乗務員不足などにより、全てを公共

交通で支えることが難しくなりつつあります。一方で、今年度実施した交通空白

地域居住者アンケート調査結果では、日々の移動で交通手段がなく、困っている

市民も一定数存在していることから、デイサービス等の高齢者向けサービスを展

開している社会福祉法人やホテルや旅館の宿泊事業者、商業施設等が保有する

送迎用車両を活用した取り組みを検討します。今年度に実施した事業者アンケ

ート調査でも、連携した取り組みの可能性があると回答している事業者も多くい

たことから、それらの事業者を中心に連携した取り組みの可能性を検討します。 

 

実施主体 由利本荘市、JR東日本、由利高原鉄道、羽後交通、タクシー事業者 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 
  

 
  

実施事業の 

イメージ 

【参考例：いすみの地域 DMO※が行う交通空白地域での取り組み】 

いすみ市内の交通空白地域となっ

ているエリアにおいて、地域 DMO が

自家用有償旅客運送を行い、観光客は

もとより、地域住民の「移動手段」を解

決する取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※DMO…「観光地域づくり法人」のことで、当該地域の観光資源を活用しながら、地域と共同して

観光地域づくりを行う法人のこと。 

前計画におけ

る施策・事業 

○事業 2-3 「乗り[逢い]交通」事業の導入と推進 

○事業 3-1 沿線のスーパーや医療機関との連携 

○事業 4-2 各駅へのフィーダー交通導入の検討 

 

 

 

実施 検討・実証事業 

出典：（社）ツーリズムいすみ HP 
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＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策② 観光・福祉・商業等との連携による地域内移動ニーズへの対応 

令和６年度の

施策実施状況 

・令和６年４月１日から運行を開始した「西沢ボランティア輸送」については、石油

資源開発（株）から車両の無償提供を受けて運行している。 

・松ヶ崎地区の町内会では、社会福祉協議会岩城支部と共同で、お買い物バスを

令和７年２月下旬に運行する予定。社会福祉法人が所有する車両の空き時間を

活用した取り組みを実施する。 

※「社会福祉法人が所有する車両の空き時間活用した取り組み」とは、デイサー

ビス事業所などの「社会福祉法人」が、介護サービスの利用者を送迎する車両

が、朝の迎えと帰りの送り以外の日中の時間帯に使用がないことから、その「空

き時間」に車両を貸し出し、町内会等での「買い物の支援」などに有効活用して

もらう取り組みを指している。 

 

令和７年度 

以降の計画 

・松ヶ崎地区での事例を参考に、他地域での導入についても検討を進め、交通空

白域の解消を図り、「乗り[逢い]交通」事業以外での地域内の移動ニーズへ対応

を検討していく。 

・また、県内他市町村の事例も踏まえて、社会福祉法人との連携について検討を

進める。 
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プロジェクト２ 地域内交通再編プロジェクト 
 

施策③ 「乗り[逢い]交通」事業の継続的な取り組みによる交通空白地域の解消 

施策の概要 

・本市では、広域な市域をカバーするために路線バス及びコミュニティバスにより

多くの地域をカバーしていますが、「バス停まで歩けない」、「近くのスーパーに

も行けない」といった多様なニーズに応えることができていない状況にありま

す。そのような状況を解決するために、本市では「乗り[逢い]交通」として、町内

会や地域コミュニティで支える「生活の足」の確保を支援しています。地域公共

交通事業者の担い手不足やさらにニーズが多様で細かくなっている状況を踏

まえて、引き続き「乗り[逢い]交通」事業を継続して実施します。 

 

実施主体 由利本荘市、地域住民 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 
     

実施事業の 

イメージ 

【参考例：現在実施されている「乗り[逢い]交通」事業】 

 

前計画におけ

る施策・事業 

○事業 2-3 「乗り[逢い]交通」事業の導入と推進 

○事業 3-1 沿線のスーパーや医療機関との連携 

○事業 4-2 各駅へのフィーダー交通導入の検討 
 

 

 

 

 

 

 

 

実施 
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＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策③ 「乗り[逢い]交通」事業の継続的な取り組みによる交通空白地域の解消 

令和６年度の

施策実施状況 

・令和６年４月から、由利地域の西沢地区に新たに「乗り[逢い]交通」を導入し、買

い物などの「生活の足」として運行を開始。 

・各地域の運行状況については、下記の通り。 

 

 

令和７年度 

以降の計画 

・コミュニティバスのルート再編等は行っていくものの、全ての地域へのルート延

伸は難しいことから、交通空白地域が解消されない地域に関しては、引き続き

「乗り[逢い]交通」事業の導入を進めるため、町内会等へ声かけをし、その導入

について検討してもらえるよう進めていく。 

 
  



１６ 

 

プロジェクト３ 安心して乗れる環境転換プロジェクト 
 

施策① 総合交通マップの作成及び地域公共交通 HPの情報周知 

施策の概要 

・現在、本市の公共交通に関する情報発信は、「由利本荘市地域公共交通 HP」

が中心となっていますが、高校生の認知度が低い状況にあります。また、高齢

者等のデジタル媒体に慣れていない世代にとっては、利用しづらいことが考え

られます。そのため、利用者層に適した情報提供の環境を構築するために、高

校生等の若年世代に対する「由利本荘市地域公共交通 HP」の周知と高齢者向

けの紙媒体の総合時刻表を作成します。 

 

【具体的な事業内容】 

〇地域別の目的地検索ができる総合交通マップの作成 

・公共交通のルート及びダイヤだけが掲載されている時刻表ではなく、地域ごと

に主要な商業施設や医療施設等の目的地ごとに利用する時間や路線が一目

でわかる総合交通マップの作成 

実施主体 由利本荘市、JR東日本、由利高原鉄道、羽後交通 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 

 

 

 

 

 

 

   

実施事業の 

イメージ 

【具体的な取り組みイメージ】 

 

 

 

 

 

 

【参考例：施設別に乗り場を検索できる盛岡市バス路線マップ】 

 

前計画におけ

る施策・事業 

○事業 1-1 地域間幹線である路線バス・鉄道を維持する 

○事業 1-5 バス路線や鉄道の運行経路・ダイヤ等の周知とＰＲ 

 

（総合交通マップ）作成 配布の実施 

（地域公共交通 HPによる情報発信） 継続 

出典：岩手県バス協会 



１７ 

 

＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策① 総合交通マップの作成及び地域公共交通 HPの情報周知 

令和６年度の

施策実施状況 

〇地域別の目的地検索ができる総合交通マップの作成 

・現在本荘地域の循環バスについては、ルート付きのマップを作成しており、同

様に他地域のルートマップや時刻表を盛り込んだ総合交通マップの作成を令

和７年度に開始できるよう検討した。 

 

令和７年度 

以降の計画 

〇地域別の目的地検索ができる総合交通マップの作成 

・上記により、令和７年度に総合交通マップの作成を実施予定。 

・令和８年度にはコミュニティバスの改定が見込まれることから、内容の修正に

ついて検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１８ 

 

プロジェクト３ 安心して乗れる環境転換プロジェクト 
 

施策② バスロケーションシステムの導入 

施策の概要 

・バスロケーションシステムとは、運行しているバスの位置情報を収集し、バスの

位置情報を HP やアプリなどで発信し、リアルタイムで「バスがどこを走っている

のか」、「待っているバス停までどのくらいの時間で来るのか」などの情報を確認

することができるシステムです。路線バスは運行ダイヤに基づき、運行されてい

ますが、交通渋滞や雨や雪等の天候条件により、遅れが発生し、時刻表通りにバ

ス停に到着しないことがあり、利用者が不安に感じるケースがあります。安心し

て「おでかけ」できる環境を創造するためには、利用者の不安を取り除くことが

重要であることから、本市を運行する路線バスやコミュニティバスを中心に、バ

スロケーションシステムの導入を検討します。 

 

【具体的な事業内容】 

〇路線バスへのバスロケーションシステムの導入検討 

〇コミュニティバスへのバスロケーションシステムの導入検討 

・コミュニティバスは、比較的交通渋滞等の外部の影響を受けづらい地域を運行し

ていることから、路線ごとに判断して、必要に応じてバスロケーションシステムの

導入を検討 

実施主体 由利本荘市、羽後交通 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 
  

 
  

実施事業の 

イメージ 

【参考例：仙台市営バス】           【参考例：岩手県交通・北上市・花巻市】 

前計画におけ

る施策・事業 

○事業 1-1 地域間幹線である路線バス・鉄道を維持する 

○事業 1-5 バス路線や鉄道の運行経路・ダイヤ等の周知とＰＲ 

 

検討・導入期間 実施 



１９ 

 

＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策② バスロケーションシステムの導入 

令和６年度の

施策実施状況 

〇路線バスへのバスロケーションシステムの導入検討 

・路線バスのバスロケーションシステムについては、羽後交通株式会社の（急行）本

荘・秋田線において、既に導入されており、運用が行われている。 

・コミュニティバスの導入に伴い、他路線バスの導入については、引き続き検討と

する。 

 

〇コミュニティバスへのバスロケーションシステムの導入検討 

・バスロケーションシステムの導入について検討し、事業者からシステムについて

聞き取りを行ったが、導入コストとランニングコストが高額であった。事業の継続

性の観点から、路線で導入台数を限定するなど、導入コストとランニングコスト

の両面から引き続き検討を行っていきたい。 

・また、導入が進められる場合は、バス路線への導入も合わせて検討する。 

 

令和７年度 

以降の計画 

〇路線バスへのバスロケーションシステムの導入検討 

・コミュニティバスの導入に伴い、他路線バスの導入については、引き続き検討と

する。 

 

〇コミュニティバスへのバスロケーションシステムの導入検討 

・プロジェクト１施策③と連携して取り組むこととし、市でバスロケーションシステ

ムを導入した際、待合環境の整備なども含めて、費用対効果が最大に発揮され

るような導入台数などを検討し、継続性を持った事業として令和８年度以降実施

できるよう引き続き検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２０ 

 

プロジェクト３ 安心して乗れる環境転換プロジェクト 
 

施策③ 公共交通による子どもの見守りサポート 

施策の概要 

・由利高原鉄道沿線の中学生の保護者アンケートでは、子どもが公共交通を利用

する際の不安として「無事に乗れたかどうかが分からない」という理由が最も多

く挙げられています。また、市内全域を広く運行している地域公共交通の特性を

活かし、マイナンバーカードや IC カード等を活用しながら、子どもが安心して利

用できる地域公共交通の創出を目指します。 

 

【具体的な事業内容】 

〇DXを活用した子どもの見守りサポート事業の検討 

・現在、市内の公共交通機関では IC カード（Suica 等）が利用できる環境は整備

されておらず、後述するマイナンバーカードを活用した取り組みと連携して実施 

 

実施主体 由利本荘市、由利高原鉄道、羽後交通 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 
  

 
  

実施事業の 

イメージ 

【具体的な取り組みイメージ】 

前計画におけ

る施策・事業 
新規事業のため、該当事業無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討・実証事業 事業実施 



２１ 

 

＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策③ 公共交通による子どもの見守りサポート 

令和６年度の

施策実施状況 

〇DXを活用した子どもの見守りサポート事業の検討 

・IC カード（Suica 等）連携については、導入コストと更新コストが高額である傾

向にあることから、マイナンバーカードのみによる対応を検討。プロジェクト５施

策①と合わせて検討をしていく。 

 

令和７年度 

以降の計画 

〇DXを活用した子どもの見守りサポート事業の検討 

・マイナンバーカードの利活用に関しては、公共交通のみならず、市役所業務の多

岐において活用が見込まれることから、他部署とも連携し、令和８年度以降の導

入を検討していく。 

・IC カード（Suica 等）連携をしない場合、公共交通機関の利用時による通知等

が難しいことや、通学方法が「徒歩」である児童・生徒が多数であることから、学

校への設置型の検討など、教育委員会との連携も検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２２ 

 

プロジェクト４ おでかけ機会創出プロジェクト 
 

施策① 地域公共交通を体験する機会の創出 

施策の概要 

・地域公共交通を利用する際には、「利用したことがなく乗り方が分からない」な

どの不安を取り除いていくことが重要であることから、小・中学校を対象とした

乗り方教室や、地域の集会等で実施する出前講座や「お試し乗車」の実施により、

地域公共交通によるおでかけや移動を体験することができる機会を創出しま

す。 

 

【具体的な事業内容】 

〇小・中学校を対象とした乗り方教室の実施 

〇町内会や老人クラブなどの地域コミュニティ活動における出前講座や 

「お試し乗車」の実施  

実施主体 由利本荘市、由利高原鉄道、羽後交通、地域住民 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 

  

 

  

実施事業の 

イメージ 

【参考例：千葉県柏市におけるバスの乗り方教室】 

 

 

 

 

 

 

【参考例：秋田県バス協会によるイベントに付随したバスの乗り方教室】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前計画におけ

る施策・事業 

○事業 2-1 町内会や老人クラブ等との「対話会」の開催 

○事業 2-2 地域住民の「ちょい乗り」の推進 

 

 

事業実施 

出典：柏市 HP 

出典：秋田県バス協会 HP 

実施 新規事業検討 



２３ 

 

＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策① 地域公共交通を体験する機会の創出 

令和６年度の

施策実施状況 

〇小・中学校を対象とした乗り方教室の実施 

・実施事例がこれまでないため、開催方法の検討が難しく、令和６年度の実施には

至らなかった。ＡＩオンデマンド交通の導入時における説明会なども含めて検討し

ていく。 

 

〇町内会や老人クラブなどの地域コミュニティ活動における出前講座や 

「お試し乗車」の実施  

・令和６年度は小友地域の要望を受け、出前講座を実施。由利本荘市の公共交通

の現状と「乗り[逢い]交通」事業について説明を行った。 

 

令和７年度 

以降の計画 

〇小・中学校を対象とした乗り方教室の実施 

・教育委員会へも協力を依頼しながら、教室の開催について検討する。 

・他市の事例も参考に、開催方法の検討を行う。 

・ＡＩオンデマンド交通の導入時における説明会なども含めて検討していく。 

 

〇町内会や老人クラブなどの地域コミュニティ活動における出前講座や 

「お試し乗車」の実施  

・引き続き出前講座での実施を継続していくほか、交通空白地域がある町内会な

どへ声かけをしながら、「乗り[逢い]交通」事業の導入を推進していく。 

 
  



２４ 

 

プロジェクト４ おでかけ機会創出プロジェクト 
 

施策② バスパックやイベント列車等の実施 

施策の概要 

・地域公共交通を利用する目的として、通勤・通学や通院、買い物など日常生活

において不可欠な移動を支えています。一方で、本市は豊富な観光資源を有し

ているほか、日常の中の楽しみや喜びを享受できる施設やイベントも実施され

ており、多様なコンテンツが存在しています。これらのコンテンツと地域公共交

通を組み合わせたバスパックやイベント列車を企画し、日常的に公共交通を利

用している市民の更なる利用回数の増加や日常的に利用していない市民が利

用するきっかけづくり、或いは市外からの来訪者に向けた展開を行い、地域公

共交通側から移動する目的を提案することで、利用促進を図ります。 

 

実施主体 由利本荘市、JR東日本、由利高原鉄道、羽後交通、関係事業者 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 

 

 

   

実施事業の 

イメージ 

【参考例：お食事付き 

天然温泉日帰り乗車券】   【参考例：イタリアン列車】 

前計画におけ

る施策・事業 

○事業 1-１ 地域間幹線である路線バス・鉄道を維持する 

○事業 2-2 地域住民の「ちょい乗り」の推進 

 

 

 

実施 

出典：羽後交通 HP 

出典：由利高原鉄道 HP 

新規事業検討 

継続実施 



２５ 

 

＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策② バスパックやイベント列車等の実施 

令和６年度の

施策実施状況 

・由利高原鉄道においては、アフェット・トレインや日本酒ソムリエ列車などのイベ

ント列車を企画・運行し、好評を得ている。 

・羽後交通においては、温泉日帰り乗車券の販売を継続しているが、黄桜温泉

「湯楽里」が１月３１日をもって営業終了することから、営業終了をもって販売も 

終了する。なお、黄桜温泉の新たな指定管理者が決定された際に、改めて温泉日

帰り乗車券の販売について、指定管理者へ打診していく。 

 

令和７年度 

以降の計画 

・由利高原鉄道においては、引き続きアフェット・トレインや日本酒ソムリエ列車な

どのイベント列車を企画・運行し、利用者の獲得に努める。 

・羽後交通においては、黄桜温泉の新たな指定管理者と温泉日帰り乗車券の販

売について相談し、販売が再開できるよう検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２６ 

 

プロジェクト４ おでかけ機会創出プロジェクト 
 

施策③ 高齢者及び免許返納者への運賃等の補助 

施策の概要 

・本市では、高齢者及び運転免許証を自主返納された方を対象に様々な取り組み

を実施しています。具体的には、高齢者「おでかけ」促進事業として、羽後交通

（株）が販売する「ゴールドフリー定期券」の一部助成や６５歳以上の方で、運転免

許証を自主返納した方を対象に、コミュニティバスの減額利用者証を交付してい

ます。これらの事業を継続して実施するとともに、事業内容についても今一度検

討し、今後の地域公共交通の利用促進につながる取り組みを実施します。 

 

【具体的な事業内容】 

〇運転免許証自主返納者及び高齢者への運賃補助制度の再構築 

・運転免許証の返納だけに限らず、運転免許証を保有しながらも、地域公共交通

を利用しやすい環境を運賃・利用料金面から再構築する 

実施主体 由利本荘市、JR東日本、由利高原鉄道、羽後交通、タクシー事業者 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 

     

実施事業の 

イメージ 

【現在実施している本市の助成制度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他、バス会社やタクシー会社が実施している割引等】 

・タクシー料金 10％割引（県内タクシー会社） 

・回数券の割引販売（県内バス会社３社） 

・運転免許返納高齢者サービス店での料金割引等のサービス（県内登録店舗） 

前計画におけ

る施策・事業 
○事業 3-2 高齢化や増加する運転免許自主返納者への対応 

 

実施 新規事業検討 

継続実施 



２７ 

 

＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策③ 高齢者及び免許返納者への運賃等の補助 

令和６年度の

施策実施状況 

〇運転免許証自主返納者及び高齢者への運賃補助制度の再構築 

・高齢者「おでかけ」促進事業として、羽後交通（株）が販売する「ゴールドフリー定

期券」の補助を継続し、移動機会の創出を行った。 

・マイナンバーカードの利活用により、市民の属性情報による運賃割引制度の検

討を実施。マイナンバーカードの利活用に関しては、公共交通のみならず、市役

所業務の多岐に活用が見込まれることから、他部署とも連携し、導入を検討して

いく。 

・その実施については、プロジェクト５施策①と一緒に進めていく。 

 

令和７年度 

以降の計画 

〇運転免許証自主返納者及び高齢者への運賃補助制度の再構築 

・引き続き運転免許証自主返納者及び高齢者への運賃補助制度を継続していく

ほか、新たな補助制度の設計についても検討して行く。 

・マイナンバーカードの利活用により、市民の属性情報による運賃割引制度の検

討を継続していく。マイナンバーカードの利活用に関しては、公共交通のみなら

ず、市役所業務の多岐に活用が見込まれることから、他部署とも連携し、導入を

検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２８ 

 

プロジェクト５ 次世代技術活用プロジェクト 
 

施策① マイナンバーカードを活用した取り組みの実施 

施策の概要 

・地域公共交通に直結する移動需要は曜日や時間、あるいは季節等の要因により

大きく変化します。また、通勤・通学や買い物、通院などの日常の移動需要は、施

設の立地場所の変化などの要因によっても変化します。これらの移動需要の変

化にリアルタイムに対応していくためには、「どこに住んでいる人が、どこへ、どの

ように、どの時間に」移動しているのかという情報を適宜捉えることが重要です。

交通系 IC カード等では、居住地などの個人属性を把握することは難しいため、

広く普及されているマイナンバーカードを活用した取り組みを実施します。 

 

【具体的な事業内容】 

〇マイナンバーカードで利用できる地域公共交通の取り組み 

・保有するマイナンバーカードをタッチするだけで、鉄道やバスに乗降できるシス

テムを検討 

・本市が推進するDX事業とも連携 

実施主体 由利本荘市、由利高原鉄道、羽後交通、タクシー事業者、関係事業者 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 
 

 
   

実施事業の 

イメージ 

【参考例：高知県中土佐町における公共交通マイナンバーカード活用実証事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考例：群馬県前橋市におけるマイナンバーカードと交通系 ICカードの連携】 

 

 

 

 

 

前計画におけ

る施策・事業 
新規事業のため、該当事業無し 

 

事業実施 検討・実証事業 

出典：読売新聞オンライン(23.10.3) 

出典：前橋市「前橋市の公共交通におけるマイナンバーカードの利活用」 
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＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策① マイナンバーカードを活用した取り組みの実施 

令和６年度の

施策実施状況 

〇マイナンバーカードで利用できる地域公共交通の取り組み 

・マイナンバーカードの利活用については、システム等の概要や活用方法を事業者

から聞き取り行った結果、公共交通に関する業務のみならず、市役所内での様々

な業務において活用が見込まれることが分かった。公共交通分野単体での導入

では、費用対効果を十分に得られないことから、本市の DX 担当部署と連携し、

市全体での導入を検討している。 

 

令和７年度 

以降の計画 

〇マイナンバーカードで利用できる地域公共交通の取り組み 

・マイナンバーカードの利活用については、現在発行しているコミュニティバスの

「無料利用者証」の発行手続きが不要になるなど、市他部署でも交付している

「はり・灸マッサージ券」「温泉割引券」などの交付や給付金の支給などについて

も活用できると確認している。公共交通に関する業務のみならず、市役所内での

様々な業務において活用が見込まれることから、費用対効果を十分に得られる

よう、本市の DX担当部署と連携し、市全体での導入を目指していく。 

※利用されるマイナンバーカードの情報は、個人が特定される情報は含まれませ

ん。 
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プロジェクト５ 次世代技術活用プロジェクト 
 

施策② 中心部における新たな交通サービスの展開 

施策の概要 

・本市中心部は、各地域間を結ぶ路線バスや循環バス、コミュニティバスが運行さ

れていますが、運行ルートが複雑であることから、利用しづらい状況にありま

す。立地適正化計画における居住誘導区域を中心としたコンパクトな街づくり

に沿った、新たな移動手段の確立に向け、本市中心部における新たな交通サー

ビスの展開を行います。 

 

【具体的な事業内容】 

〇AIオンデマンド等の新たな交通サービスの展開 

・ある程度まとまった移動需要に対しては、既存の路線バスで対応する一方で、

それらではカバーしきれないエリアや目的地、ターゲットなど、多様化する移動

需要へきめ細やかに対応する新たな交通サービスの展開を実施 

 

実施主体 由利本荘市、羽後交通、タクシー事業者 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 
 

  
  

実施事業の 

イメージ 

【具体的な取り組みイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考例：会津若松市における AIオンデマンド交通】 

 

 

 

 

前計画におけ

る施策・事業 
新規事業のため、該当事業無し 

 

 

事業実施 

出典：国土交通省 

出典：会津バス HP 

検討・実証事業 
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＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策② 中心部における新たな交通サービスの展開 

令和６年度の

施策実施状況 

〇AIオンデマンド等の新たな交通サービスの展開 

・プロジェクト１施策①と連携した取り組みとして、検討を行った。 

・市内線と循環バスの運行エリアについては、人口が集中し、住宅が密集しているこ

とから、乗合いとなりやすいと考えられるため、両路線からＡＩオンデマンド交通への

転換を検討し、Ｒ７年度以降に実証運行の実施を検討している。 

 

令和７年度 

以降の計画 

〇AIオンデマンド等の新たな交通サービスの展開 

・市内線と循環バスについては、ＡＩオンデマンド交通の実証運行をＲ７年度以降に検

討していることから、その実施により定時定路線型から区域型への転換の可能性を

検証し、本格導入に向けた準備を行っていく。また、併せて市内線廃止後の通学手段

の確保についても検討し、準備を行っていく。 
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プロジェクト５ 次世代技術活用プロジェクト 
 

施策③ 貨客混載等の異業種との共創の検討 

施策の概要 

・本市では、平成３１（2019）年２月より、「本荘象潟線」において日本郵便との貨客

混載事業を実施しています。広域な市域を有する本市においては、地域公共交

通の収益向上、貨物事業者の省力化といった関係者がメリットを享受できる状

況にあります。これらの貨客混載事業を引き続き推進していくとともに、他の路

線でも活用できる可能性を検討します。 

・また、地域公共交通と連携が可能な事業（商業、観光、医療分野等）を模索し、共

創による取り組みを推進します。 

 

実施主体 由利本荘市、JR東日本、由利高原鉄道、羽後交通、タクシー事業者、関係事業者 

実施時期 

～R5 R6 R7 R8 R9 R10 

 

    

 

実施事業の 

イメージ 

【具体的な取り組みイメージ（案）】 

〇貨物事業者との共創による「貨客混載」の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：複数の交通手段を連携するMaaSの取り組み】 

「MaaS」とは、公共交通を含めた自家用車以外の全ての交通手段を１つのサー

ビスとして捉えて、１つのデバイスで複数の交通手段を利用できるサービス。 

 

 

 

 

 

 

 

前計画におけ

る施策・事業 
新規事業のため、該当事業無し 

 

事業実施 

出典：国土交通省 

【参考例】岩手県北バスと 

ヤマト運輸による 

「ヒトものバス」の取り組み 

出典：GOOD DESIGN AWARD 

検討・実証事業 

継続実施 
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＜事業の実施状況と次年度以降の計画について＞ 

施策③ 貨客混載等の異業種との共創の検討 

令和６年度の

施策実施状況 

・「本荘象潟線」において、日本郵便との貨客混載事業を現在も継続している。 

・貨客混載事業については、他の路線やコミュニティバスにおいても、導入を検討

していく。 

 

令和７年度 

以降の計画 

・「本荘象潟線」において、日本郵便との貨客混載事業を継続していく。 

・貨客混載事業については、他の路線やコミュニティバスにおいても、具体的な導

入について検討していく。 
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計画の達成状況の評価指標 
 

本計画の達成状況を評価するための評価指標と数値目標を次の通り設定します。 

評価指標① 路線バスの延べ利用者数 

 本計画に位置付けた各種施策により、公共交通の利用者数の維持を目標とします。 

 

 

【評価指標の設定根拠】 

 

 

 

 

【実績および検証内容】 

 

 

 

 

全路線で 3,277便の減便が行われており、1便あたり 10名程度の減少率となっている。利用

者数の大幅な減少路線として、市内線（-5,469人）、東由利線（-2,271人）、赤田線（-4,697人）、

象潟線（-9,526人）、岩谷線（-1,559人）、本荘伏見線（-8,812人）となっている。通学で利用

されている路線も多く、児童・生徒の減少による影響が大きいものと考えられる。 

 

【今後の改善点】 

今後も路線の廃止や減便が検討されるため、目標値の修正も検討が必要であるが、現状の利

用者を維持していくためには、効率的な運行ダイヤの設定や接続時間等の見直しなど、利用し

やすい環境づくりに努める必要がある。 

R5利用者 R10利用者見込み 減少者数 減少率 

251,262人 215,930人 35,332人 約 14.1％ 

R5利用者 R6利用者実績 減少者数 減少率 

251,262人 217,988人 33,274人 約 13.2％ 

 

評価指標② 路線バスの平均収支率 

本計画に位置付けた各種施策により、路線バスの運行効率改善とともに利便性の向上による

利用者数の増加を目指します。 

 

 

【実績および検証内容】 

 平均収支率：２３．９％ 

 利用者の減少により経常収益は 8,235 千円の減額となったのに対し、物価上昇や燃料費の高

止まりにより経常費用は 26,300千円の増額となったため、収支率は 4.5％悪化した。 

 

【今後の改善点】 

 今後も路線の廃止や減便が検討されることとなるが、収支率を改善するためには、効率的な

運行ダイヤの設定や接続時間等の見直しなどの利用しやすい環境づくりのほか、更なる経費削

減を図り、利用促進に努めていく必要がある。 
 

現状値（R５事業年度）：251,262人 ⇒ 目標値（R10事業年度）：２5１，２６２人以上 

現状値（R５事業年度）：28.4% ⇒ 目標値（R10事業年度）：28.4%より改善 
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評価指標③ コミュニティバスの延べ利用者数 

本計画に位置付けた各種施策により、公共交通の利用者数の維持を目標とします。 

 

 

【評価指標の設定根拠】 

 

 

 

 

【実績および検証内容】 

 

 

 

 

 路線毎に利用の増減はあるものの、全体で 1.26％の減少率にとどまった。循環バスの利用は

増加傾向にあるが、地域によっては社会減などの影響を受け、コミュニティバスの利用者が減

少している地域もある。運転免許の返納者は毎年平均２６０名程度増えているため、社会減等

の影響はあるものの、新規利用者の獲得につながっているものと考えられる。 

 

【今後の改善点】 

 人口減少が進む中で公共交通の利用者も減少傾向にあるが、「生活の足」としての役割が果た

されるよう、今後も路線の維持を進めていきながら、利用しやすいルート・ダイヤの検討を継

続していく必要がある。 

 

R5利用者 R10利用者見込み 減少者数 減少率 

62,830人 46,838人 15,992人 約 25.5％ 

R5利用者 R6利用者実績 減少者数 減少率 

62,830人 62,038人 792人 約 1.26％ 

 

評価指標④ コミュニティバス全路線の平均収支率 

本計画に位置付けた各種施策により、コミュニティバスの運行効率改善とともに利便性の向

上による利用者数の増加を目指します。 

 

 

【実績および検証内容】 

 平均収支率：８．７％ 

 評価指標③の通り利用者は減少したが、運行収入は 488 千円の増額となった。運行費用につ

いては、契約変更による委託料の増額等により 4,255 千円の増額となったが、収支率は 0.1％

改善した。運行収入の増加は、運賃が低い小学生以下の利用の割合が減ったものと考えられる。 

 

【今後の改善点】 

契約が変更されない令和７年度は、運行費用の大きな増減は見込まれないが、運行収入につ

いては、利用者の増減が関係するため、引き続き利用しやすいルート・ダイヤを検討し、利用

促進に努めていく必要がある。 

 

 

現状値（R５事業年度）：６２,８３０人 ⇒ 目標値（R10事業年度）：６２,８３０人以上 

現状値（R５事業年度）：8.6％ ⇒ 目標値（R10事業年度）：8.6％より改善 
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評価指標⑤ 由利高原鉄道の延べ利用者数 

本計画に位置付けた各種施策により、路線バスやコミュニティバスとの乗り継ぎ性を強化し、

利便性の向上による利用者数の増加を目指します。 

 

 

【評価指標の設定根拠】 

 

 

 

 

【実績および検証内容】 

 

 

 

  

 通勤利用者の減少が続いているが、通学定期半額割引きにより、通学定期利用者が年々増加傾

向にあることや、コロナ禍が終息し観光需要が戻り、団体利用が増えたことにより利用者が前

年度比で増加した。特にインバウンド利用が 3,363 名と大きな伸びを見せており、インバウン

ド利用や観光需要は今後もこの傾向は続くものと考えられるが、目標値を達成し続けるには沿

線の自然減や社会減などによる減少を食い止め、観光需要等を維持・向上する必要がある。 

 

【今後の改善点】 

 秋田県の補助事業などでインバウンド対策も行われていることから、受け入れ体制の強化も

行われている。観光・インバウンド需要は今後も継続する見込みのため、引き続き観光利用の

促進を行うほか、沿線での更なる利用の確保に努めたい。 

 

R4利用者 R10利用者見込み 減少者数 減少率 

185,592人 170,374人 15,218人 約 8.2％ 

R4利用者 R5利用者実績 減少者数 減少率 

185,592人 192,741人 -7,149人 約-3.9％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状値（R４年度）：1８５,５９２人 ⇒ 目標値（R10年度）：1８５,５９２人以上 
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【評価指標①・③・⑤の設定根拠】 

路線バスとコミュニティバスの令和 10 年度の利用者見込みは、平成 30 年度から令和 5 年度

までの利用者の減少率及び人口減少率と、令和 5年度から令和 10年度までの人口減少率から算

出しています。 

しかし、由利高原鉄道においては、通学定期の半額割引制度の導入により、利用者が大幅な

増加傾向に転じた特殊事情により、過去 5 年間を参考とした推計とはせず、令和 4 年度の利用

実績と令和 5年度から令和 10年度までの人口減少率から算出しています。 

各交通モードの令和 10年度の利用者見込みは、路線バスでは令和 5年度の「251,262人」か

ら約 14.1％（35,332人）減少した「215,930人」、コミュニティバスでは令和 5年度の「62,630

人」から約 25.5％（15,992人）減少した「46,838人」、由利高原鉄道では令和 5年度の「185,592

人」から約 8.2％（15,218人）減少した「170,374人」となり、全体で令和 5年度の「499,684

人」から約 13.3％（66,542人）減少した「433,142人」となることが見込まれます。 

 

【本市の地域公共交通（路線バス、コミュニティバス、由利高原鉄道）の推移】 

交通モード R5総利用者 
R10総利用者 

見込み 
減少者数 減少率 

総数 499,684人 433,142人 66,542人 約 13.3％ 

路線バス 251,262人 215,930人 35,332人 約 14.1％ 

コミュニティバス 62,830人 46,838人 15,992人 約 25.5％ 

由利高原鉄道 185,592人 170,374人 15,218人 約 8.2％ 

 

また、本市の令和 10年度の人口推計は「65,582人」となるとされており、このような見込み

から、評価指標①・③・⑤の目標数値を達成するためには、現在の利用者の継続的な利用に加え

て、市民全員が１人あたり年間２回、公共交通機関による移動を行うことで、「65,582人×２回

=131,164人」の増加が見込まれます。 

これにより令和 10 年度の見込みである「433,142 人」+「市民 2 回の利用の 131,164 人」=

「564,306人」と、現状値から大幅に増加させ、令和 10年度の目標値を確実に上回ることがで

きるため、各種施策の実施により、現在の利用者の維持と市民 1 人あたり年間 2 回利用するこ

とを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民全員が年間２回公共交通を 

利用することで達成できる目標です！ 



ＡＩオンデマンド交通実証概要

ＡＩオンデマンド交通とは？

スマートフォンアプリや電話などで予約を

受け付け、AIがリアルタイムに最適なルート

を計算し、車両を配車するシステム。

利用者のニーズに合わせて

柔軟に運行ルートを設定できる

うえ、複数の利用者ニーズを

効率的に組み合わせて運行する

ことが可能なため、定時定路線

のバスよりも、利便性と効率性

を有しているのが特徴。
利便性と運賃 高い低い

議案第１号 追加資料

1



由利本荘市ＡＩオンデマンド交通の実証運行概要（案）

③運 賃・・・

通常料金３００円

利用促進に向けた

お試し乗車券の発行

アプリの利用促進のための

割引きなども検討

実証実験の中で

「市民の声」から

適正価格を探る

＜運行概要＞

①車 両・・・

１０人乗りハイエース

※タクシー事業者は10人まで可

路線バス事業者の場合は14人乗りが可

②予約方法・・・

専用アプリと電話による受付け

高齢者等、スマートフォンを

使用できない方を対象とした

電話受付けも対応

2



＜運行概要＞

④運行時間・・・9：00ー19：00 ※朝イチは通勤・通学時間帯の渋滞を回避

高齢者や免許返納者等の日中の買い物、通院利用を主に想定。

夕方は習い事への送迎や荒天時の帰宅利用を想定。

その他市民や観光客による

飲食店までの利用など、

中心市街地の活性化にも期待。

※1 他市では、習い事の送迎で、

定期利用されている事例もあり。

※2 公用車の代替として利用している

事例もあり（公用車の削減）。

↓参考：能代市「まちなかコサクル」

由利本荘市ＡＩオンデマンド交通の実証運行概要（案）

3



まずは市街地の循環バスと市内線の両エリアにてオンデマンドバスを追加投入して市民周知と受容性の確認、両路線の代替交通としての必要台数
の検証をおこない、段階的に循環・路線バスの減便を行い、オンデマンドバス+タクシースポット配車にて転換していく。

循環バス2台+ODB1台
循環バス2台（減便）+ODB1台
+タクシースポット配車1台

市街地エリア

運行時期 令和７年１２月～２月想定

検証項目

✓ 市民への周知・受容性の確認
✓ 運行事業者のオペレーション確認
✓ 利用状況による必要台数の検証
✓ 乗降場所の適正
✓ 冬期間の交通状況に対する検証

運行イメージ

令和８年７月～９月想定

✓ 循環バス・市内線からの転換性確認
✓ 適正運賃の検討
✓ タクシースポット配車のオペレーション
成立性の確認

✓ 夏場の利用状況の確認(猛暑対策)

令和９年１０月～本格運行

✓ ＡＩオンデマンド交通の本格運行
✓ 循環バス・市内線の廃止

市内線エリア 路線バス2台+ODB1台
路線バス2台（減便）+ODB1台
+タクシースポット配車1台

路線・循環バス オンデマンドバス タクシースポット配車

フェーズ１ フェーズ2 フェーズ3

ODB２～３台
+

タクシースポット配車1~2台

ＡＩオンデマンド交通の実証実験の段階（フェーズ）

※ＯＤＢはオンデマンドバスの略

4



議案　第２号

表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） R7年度

起点 経由地 終点 運行態様の別
基準ハで該
当する要件
（別表７・９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

運
送
継
続
特
例
措
置

地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７・別表９・別表１０）

由利本荘市

羽後交通（株）

(1)  本荘地域循環バス（正廻り）

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

運行系統

系統
キロ程

③
循環

(2)  本荘地域循環バス（逆廻り） 羽後本荘駅

3008回 路線定期運行 　①、②(１）
ＪＲ羽越本線、地域間幹線
系統「象潟線」、「急行秋田
線」と羽後本荘駅で接続

羽後本荘駅
本荘第一
病院、市
役所

羽後本
荘駅

往 15.5km
364日

市役所、
本荘第一
病院

ＪＲ羽越本線、地域間幹線
系統「象潟線」、「急行秋田
線」と羽後本荘駅で接続

③
循環

光タクシー（株） (3) 道川北線 新谷
道川駅東
口、あき
た病院

364日 3008回 路線定期運行 　①、②(１）

路線定期運行 　①、②(１）
ＪＲ羽越本線、地域間幹線
系統「急行秋田線」と道川
駅で接続

③
復 9.3km

羽後本
荘駅

往 15.3km

由利本荘市

(4) 西目線

岩城総
合支所

往 9.3km
98日 98回

(9)  羽広-軽井沢線（系統６）
由利組
合病院
前

大内総合
支所前、
上川大内
出張所

路線定期運行 　①、②(１）
ＪＲ羽越本線と西目駅で、
地域間幹線系統「象潟線」
と西目高校前で接続

③かしわ
温泉

西目駅、
西目総合
支所

道の駅
にしめ

往 17.0km
292日 1189回

復 17.0km

路線定期運行 　②（１）
ＪＲ羽越本線、地域間交通
ネットワーク路線バス「岩谷
線」と羽後岩谷駅で接続

③
復 27.6km

(6) 中田代線（系統２） 旧滝温泉

道の駅
おおうち

往 27.6km
365日 859回(5) 中田代線（系統１） 旧滝温泉

上川大内
出張所

路線定期運行 　②（１）
ＪＲ羽越本線、地域間交通
ネットワーク路線バス「岩谷
線」と羽後岩谷駅で接続

③
復 33.9km

上川大内
出張所

由利組
合病院
前

往 33.9km
365日 730回

路線定期運行 　②（１）
ＪＲ羽越本線、地域間交通
ネットワーク路線バス「岩谷
線」と羽後岩谷駅で接続

③
復 56.6km

(8)  羽広-軽井沢線（系統４）

軽井沢
生活改
善セン
ター

板井沢 291日 145.5回(7)
羽広-軽井沢線

（系統３）
道の駅
おおうち

大内総合
支所前、
上川大内
出張所

路線定期運行 　②（１）
ＪＲ羽越本線、地域間交通
ネットワーク路線バス「岩谷
線」と羽後岩谷駅で接続

③
羽広、大
内総合支
所前

道の駅
おおうち

往 46.5km
291日 145.5回

路線定期運行 　②（１）
ＪＲ羽越本線、地域間交通
ネットワーク路線バス「岩谷
線」と羽後岩谷駅で接続

③
復 48.2km

羽広 291日 145.5回

羽後交通（株）

(10) 子吉線（系統１） 宮ノ下

(11) 子吉線（系統２）

路線定期運行 　①、②(１）
ＪＲ羽越本線、地域間幹線
系統「象潟線」、「急行秋田
線」と羽後本荘駅で接続

③
復 9.3km

子吉小入
口、佐藤
病院

羽後本
荘駅

往 9.3km
94日 329回

路線定期運行 　①、②(１）
ＪＲ羽越本線、地域間幹線
系統「象潟線」、「急行秋田
線」と羽後本荘駅で接続

③玉ノ池
子吉小入
口、佐藤
病院

羽後本
荘駅

往 8.1km
99日 346.5回

復 8.1km

東交通（株）

(12) 八塩線

(13) 法内線

区域運行 　②（１）

地域間交通ネットワーク路
線バス「急行横手線」、「東
由利線」と道の駅東由利で
接続

③
由利本荘
市
東由利

244日 1708回

区域運行 　②（１）

地域間交通ネットワーク路
線バス「急行横手線」、「東
由利線」と道の駅東由利で
接続

③
由利本荘
市
東由利

146日 1022回
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（旧）滝温泉

内山

曲沢

上川大内出張

板井沢

葛岡
松本体育館

金崎

JA大内支店

A

B

C

（申請番号 ５） 中田代線 路線図

羽後岩谷駅前

中田代

（結節点）

岩谷郵便局入口

大内総合支所

岩谷小学校入口

岩谷

大内中学校入口

道の駅おおうちD
（結節点）

中田代線路線

経由地

【結節点（接続幹線系統等）】

羽後岩谷駅：JR羽越本線

道の駅おおうち：JR羽越本線

系統

（27.6km）

（往）A→B→上川大内出張所→金崎→JA大内支店前→C→

D

（復）※上記往路の逆順

凡       例
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E

（旧）滝温泉

内山

曲沢

上川大内出張

板井沢

葛岡
松本体育館

金崎JA大内支店前

由利組合病院前

A

B

C

（申請番号 ６） 中田代線 路線図

羽後岩谷駅前

中田代

（結節点）

（結節点）

大内総合支所前

岩谷郵便局入口

岩谷小学校入口

沖村

鍋倉

米坂

大谷

大内中学校入口
深沢

上黒瀬

黒瀬

上谷地

大浦

岩谷

道の駅おおうち

D （結節点）

中田代線路線

経由地

【結節点（接続幹線系統等）】

羽後岩谷駅、道の駅おおうち：JR羽越本線

由利組合病院前：地域間交通ネットワーク路線バス

系統

（33.9km）

凡       例

（往）A→B→上川大内出張所→金崎→JA大内支店前→C→

D→E

（復）※上記往路の逆順
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B
羽後岩谷駅前

（結節点）

岩谷

ＪＡ大内支店前

板井沢

中田代
重野上

小栗山下村

上川大内出張所

小栗山
代内

岩野目沢

揚ノ上

雨池

長瀬野

大小屋
楢渕

曲沢

小羽広

鳥越

しゅうじ野
立寄

松山
土沢

羽広

G

I J

（デマンド区間）

（申請番号 ７） 羽広－軽井沢線（系統３） 路線図

軽井沢生活改善Ｃ

軽井沢

D

F

E

K

石橋

見岫

C

H

O

N

M

L

岩谷小学校入口

大内総合支所

岩谷郵便局入口

（デマンド区間）

葛岡西

及位

平岫

的場

朴沢

小又

道の駅おおうち

A （結節点）

系統3

デマンド区間

経由地

【結節点（接続幹線系統等）】

羽後岩谷駅：JR羽越本線

道の駅おおうち：JR羽越本線

系統

（56.6km）

凡       例

（往）A→B→C（予約制）→D（予約制）→E（予約制）

→F→G→H→I（予約制）→J→K→L（予約制）→M→N→

O→H→G→F

羽広－軽井沢線

路線
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G羽後岩谷駅前

（結節点）

ＪＡ大内支店前

板井沢
中田代

重野上

小栗山下村

上川大内出張

小栗山
代内

岩野目沢

揚ノ上

雨池

長瀬野

大小屋
楢渕

曲沢

小羽広

鳥越

しゅうじ野
立寄 松山

土沢 羽広

F

A

C

D

（デマンド区間）

（申請番号 ８） 羽広－軽井沢線（系統４） 路線図

軽井沢生活改善Ｃ

軽井沢

B

E

J

I

H

及位

葛岡西 平岫

大内総合支所前
岩谷郵便局入口岩谷小学校入口

岩谷

（デマンド区間）

小又

朴沢

的場

大内中学校

入口

道の駅おおうち

（結節点）

K

系統４

デマンド区間

経由地

【結節点（接続幹線系統等）】

系統

（46.5km）

凡       例

羽広－軽井沢線

路線

羽後岩谷駅：JR羽越本線

（往）A→B→C（予約制）→D→E（予約制）→F→G（予

約制）→H（予約制）→I（予約制）→J→K

道の駅おおうち：JR羽越本線
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A

羽後岩谷駅前

（結節点）

大内総合支所前

ＪＡ大内支店前

板井沢
中田代

重野上

小栗山下村

上川大内出張所

小栗山
代内

岩野目沢

揚ノ上

雨池

長瀬野

大小屋
楢渕

曲沢

小羽広

鳥越

しゅうじ野
立寄

松山
土沢

羽広

K

G

I

H

J

（デマンド区間）

（申請番号 ９） 羽広－軽井沢線（系統６） 路線図

岩谷

岩谷小学校入口

大内中学校入口

岩谷郵便局入口
上黒瀬

深沢

米坂

鍋倉

大谷

黒瀬

上谷地

大浦

由利組合病院

沖村

（デマンド区間）

平岫F

D 及位

葛岡西E
C （結節点）

小又

朴沢

的場

道の駅おおうち

B （結節点）

系統6

デマンド区間

経由地

【結節点（接続幹線系統等）】

羽後岩谷駅、道の駅おおうち：JR羽越本線

系統

（48.2km）

凡       例

羽広－軽井沢線

路線

由利組合病院前：由利組合病院前：地域間交通ネットワーク路線バス

（往）A→B→C→D（予約制）→E（予約制）→F（予約

制）→G（予約制）→H→I→J（予約制）→K
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第１便

★は月・水・金、◆は火・木・土

に定期運行します。

指定曜日以外は通過しません。

「長瀬野～小栗山」間は曜日に

よって通過時刻が変わります。

【岩谷 ⇔ 上川大内】間を急行運行します。
「及位」「葛岡西里」「平岫」の各バス停以外の「JA大内支店前～小又」区間での乗降は

できません。

i
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